
 

 高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）の一部を改正する規程  新旧対照表（傍線部分は改正部分） 
改  正 現   行 

高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規） 

制定 平成 09･03･31 立局第１８号 平成 ９年 ４月 １日

改正 平成 09･09･29 立局第２号 平成 ９年 ９月３０日

平成 10･03･26 立局第７号 平成１０年 ３月３１日

平成 11･09･28 立局第４号 平成１１年 ９月３０日

平成 12･03･31 立局第５９号 平成１２年 ４月 １日

平成 12･09･20 立局第２号 平成１２年１２月２２日

  廃止・制定 平成 19･06･18 原院第２号 平成１９年 ７月 １日

  改正 平成 22・04･01 原院第６号 平成２２年 ４月 ５日

平成 23・01・15 原院第１号 平成２３年 １月１７日

平成 23・06・28 原院第４号 平成２３年 ７月 ４日

  廃止・制定 ２０１４０６２５商局第１号 平成２６年 ７月１４日

改定 ２０１４０７０７商局第２号 平成２６年 ７月１８日

改定 ２０１４０９０３商局第６号 平成２６年 ９月１７日

改定 ２０１４１１１４商局第３号 平成２６年１１月２０日

改定 ２０１４１２１７商局第５号 平成２６年１２月２２日

 

Ⅰ．高圧ガス保安法関係 

第２２条関係（輸入） 

（１）～（２） 略 

（３） 高圧ガスの輸入者は、関税法（昭和２９年法律第６１号）第７０条の規定に基づく通関の際の証明を輸入高

圧ガス検査合格証（以下この項において「検査合格証」という。）により行うことができる。 

   ただし、都道府県知事が検査合格証の発行前に輸入検査に適合していると判断する場合は、上記検査合

格証に代えて、検査職員が、輸入高圧ガス検査申請書（以下この項において「検査申請書」という。）の「検査

職員確認印」欄に都道府県の受付印及び検査職員の印を押印した検査申請書をもって、輸入者は通関の際

の証明を行って差し支えない。 

 

高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規） 

制定 平成 09･03･31 立局第１８号 平成 ９年 ４月 １日

改正 平成 09･09･29 立局第２号 平成 ９年 ９月３０日

平成 10･03･26 立局第７号 平成１０年 ３月３１日

平成 11･09･28 立局第４号 平成１１年 ９月３０日

平成 12･03･31 立局第５９号 平成１２年 ４月 １日

平成 12･09･20 立局第２号 平成１２年１２月２２日

廃止・制定  平成 19･06･18 原院第２号 平成１９年 ７月 １日

改正  平成 22・04･01 原院第６号 平成２２年 ４月 ５日

平成 23・01・15 原院第１号 平成２３年 １月１７日

平成 23・06・28 原院第４号 平成２３年 ７月 ４日

 廃止・制定 ２０１４０６２５商局第１号 平成２６年 ７月１４日

改定 ２０１４０７０７商局第２号 平成２６年 ７月１８日

改定 ２０１４０９０３商局第６号 平成２６年 ９月１７日

改定 ２０１４１１１４商局第３号 平成２６年１１月２０日

 

Ⅰ．高圧ガス保安法関係 

第２２条関係（輸入） 

 （１）～（２） 略 

（新設） 

 

 

 

 
 


